	段ボール箱製造業


生産は、平成25年の秋以降増加基調で、消費税率引上げ前の駆け込み需要もみられた。26年４月以降については若干の反動減がみられるものの堅調に推移している。主な原材料となるシートの仕入価格の低下もあり、収益も改善している。今後とも需要は底堅く推移するとみられる。
業界の概要

段ボール箱は、波形の中芯原紙の片面、または両面に表紙となる厚紙を貼り合わせた段ボールシートに印刷・打ち抜き等の加工を施して、製箱したものである。軽量で外部の衝撃から内容物を保護する特性に優れることから、物流において不可欠な包装資材である。
段ボール箱は、（１）原紙の生産から段ボール箱の生産まで一貫して行う一貫メーカー、（２）原紙を仕入れシートを生産するシートメーカー、（３）段ボールシートを仕入れ製箱するボックスメーカーによって生産される。生産された段ボールシートのうち、ボックスメーカーに出荷される割合は約３割で、約７割は次工程に投入され、段ボール箱としてユーザーや包装資材卸に販売される。
自家消費される段ボールシートの用途をみると、加工食品を中心とした「食料品用」が57.1％と多くを占め、「電気器具・機械器具用」が7.8％、「薬品・洗剤・化粧品用」が6.0％など多様である（経済産業省『生産動態統計年報（紙･印刷･プラスチック製品･ゴム製品統計編）』従業者10人以上）。内容物に応じて仕様が異なるだけでなく、同じ物を収納する際にも発注元の意向で微妙にサイズが異なるといったこともあり、特注品を受注に応じて生産するという性格が強い。
一貫メーカーやシートメーカーは規模が大きいが、ボックスメーカーは規模が小さい企業が多い。本稿では、製箱専業のボックスメーカーの景気動向について取り上げる。

大阪の地位と特徴

「段ボール箱製造業」は、平成24年において、大阪府内に216事業所あり、従業者数は3,721人、製造品出荷額等は996億円であり、全国に占める割合は、それぞれ10.4％、7.2％、6.4％である（経済産業省『工業統計表』従業者4人以上の統計）。
大阪府の製造品出荷額等は、24年において埼玉県、愛知県に次ぐ全国第３位であり、以下、神奈川県、兵庫県が続いており、ユーザーが多い大都市圏内に多くが立地している。府内では、ユーザーが多く、物流の便の良い大阪市内一円から、門真市、東大阪市、八尾市などの東大阪地域や、豊中市などの北大阪地域に立地している。

大阪には、高度経済成長期において繊維や家電産業が集積し、そうした受注先から大口のロットで受注するケースも散見され、段ボール箱の受注のみならず、箱詰め作業等も行う企業がみられた。しかし、生産拠点の海外移転により大口の受注先を失い、物流関連の受注もなくなったという企業がみられた。現在は、医薬品、化粧品、食品など多種多様なユーザー向けに出荷されている。

近年においては、売上げ最大の受注先に対する受注依存度でも10％未満になり、小規模な企業でも数百社の受注先を持っているというケースが多い。
需要分野としては、好調なのは食品スーパー等で販売されるカット野菜用や、外国人旅行客が買い求める健康食品用などである。一方、昆布などの乾物用、石鹸などのギフト用は不調である。

生産は堅調に推移
最近の景況について、段ボールシートの全国生産高からみると、23～25年にかけてはシートの生産は微増で推移したものの、出荷は減少が続いたことから、シートから生産するメーカーで底堅く推移する一方で、ボックスメーカーは厳しい状況が続いた。しかし、25年の秋以降販売数量が増加基調に転じ、26年３月には10.5％増と大幅に増加した。これは、４月の消費税率引上げ前の駆け込み需要によって物流が活発化したことを受けた動きとみられる。
府内企業への聞き取り調査でも、２月、３月には駆け込み需要があり、売上げが10％近く伸びたという企業がみられた。その一方で、段ボール箱は嵩張るため、大量の備蓄は困難であり、前倒し発注はそれほど多くなく、駆け込み需要は３月末の２～３日だけといった企業もある。
４月以降は、駆け込み需要の反動減がみられ、上記統計における販売数量も前年同月比で3.3％減となったものの、５月には減少幅が小さくなり、６月には1.1％増となった。府内企業でも、４月と５月は、３月よりも減少したものの、前年同月比では微減、若しくは横ばいとのことである。一方で、新たな受注獲得等により、４月、５月においても前年同月比でプラス、６月には、前年同月比で７％増と好調な受注状況の企業も見られた。
　原紙価格は低下するも副資材等のコストは上昇

段ボール原紙の価格は、25年末に低下し、その後横ばいで推移している。

一方、原油価格上昇等により、糊、結束バンド、フィルムなどの副資材の仕入価格は上昇し始めている。また、ガソリン価格の高騰により、自社トラックを用いた輸送において経費増加要因になっている。さらに、運送会社を使った輸送では人手不足や人件費上昇を背景に運送費の2割アップを求められることもあり、運送会社の切替えなどにより経費上昇を抑制している。電気代の上昇もコストアップ要因ではあるが、売上げの0.2％程度であり、ほとんど影響ないという声が聞かれた。

収益は改善
受注単価は、横ばい若しくは低下気味である。このため、受注量は横ばいだが受注額では微減といった企業もあるが、シート価格の低下により増益とのことであった。

また、競争力のある企業では、利益率を高めるために、採算性の低い受注を断わる一方で、受注単価の高い受注を獲得するなど受注構成を入れ替え、利益額を増加させている。
雇用、夏季賞与は、ほぼ横ばい
雇用については、欠員補充程度であるが、１～２名増員するという企業もみられる。
今夏の賞与は、昨年並みとする企業が多いものの、決算に応じて若干の上積みを検討している企業もみられる。
設備投資は一服
生産設備については、印刷機や糊付けの機械などへの設備投資を４～５年前に終えたという企業が数社みられた。
消費税率の引上げ前に、外壁の塗り替えをしたり、Windows XPのサポートが26年４月に終了することから、25年にパソコンの更新投資を行ったりしたという企業がみられた。また、倉庫などへの投資を予定している企業もある。
企業間格差の拡大による再編の動き

段ボール箱の需要は、90年代半ばまで拡大してきたが、近年においては、繊維製品や家電を始めとした製造業の生産拠点の海外移転等により、伸び悩んでいる。そうした受注先向けに生産していたボックスメーカーの中には、廃業を余儀なくされる企業もみられる。

また、シートメーカーによる箱生産の拡大による市場の侵食に加え、製品自体の差別化が難しいため、納期や価格での競争が激化しがちである。このため、ボックスメーカーの中でも、設備投資を実施し生産性を向上させる企業と、古い機械を使って人手をかけて生産する企業との二極化が進んでおり、赤字が継続する企業の中には、同業者やシートメーカーへ事業譲渡を模索する企業もある。

受注拡大や事業多角化の動き

インターネット販売を手がける企業も見られ、ある企業では小ロット短納期で納品する体制を整え、全国から受注するようになり受注先数を大幅に増加させた。そうした受注は小口に留まるだけでなく、売上げの一つの柱になっているケースもある。

また、安価で加工しやすいといった特性を利用して段ボール製の製品を製造する事例も散見されるとともに、段ボール箱を製造する際に使う折り目をつける加工技術を使った製品を産学連携で開発する動きがみられる。
今後の見通し

全国段ボール工業組合連合会では、26年の段ボールの需要予測を1.4％増としている。４～６月期の動向をみると消費税率引上げによる反動減を乗り越えて受注を増加させている企業も少なくない。景気は回復基調が続くとみられていることから、今後とも需要は底堅く推移すると見込まれる。
（町田　光弘）
表１　段ボールの消費量（全国、平成25年）
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数量 構成比

電気器具・機械器具用 730,230 7.8

薬品・洗剤・化粧品用 565,963 6.0

食料品用 5,365,450 57.1

加工食品（飲料を含む） 3,864,052 41.2

青果物 1,092,610 11.6

その他の食料品 408,788 4.4

繊維製品用 208,842 2.2

陶磁器・ガラス製品・雑貨 528,807 5.6

通販・宅配・引越用 371,558 4.0

その他の製造箱用 1,532,410 16.3

包装用以外 85,396 0.9

9,388,656 100.0 合計


資料：経済産業省『生産動態統計年報（紙・印刷・プラスチック
　　　製品・ゴム製品統計編）』

（注）従業者10人以上の統計。

表２　段ボールの生産、販売（全国）
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数量 増加率 数量 増加率

平成22年 13,062,446 3.5 4,071,563 4.0

23　 13,140,781 0.6 4,006,257 -1.6

24　 13,275,389 0.5 4,020,995 -1.3

25　 13,458,832 1.4 4,008,968 -0.3

平成26年１月　 857,357 7.0 236,338 3.7

　　　　２ 927,835 5.4 253,897 2.9

　　　　３ 1,070,234 10.3 295,471 10.5

　　　　４ 1,030,570 -1.1 269,808 -3.3

　　　　５ 952,810 -2.3 252,563 -2.4

　　　　６ 982,602 3.8 259,728 1.1

生産 販売


資料：経済産業省『生産動態統計年報　紙・印刷・プラスチック
　　　製品・ゴム製品統計編』

（注）平成25年までは従業者10人以上、26年からは同50人以上の統計。増加率は、対前年（同月）比で、接続係数により調整した値。

